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要 旨 
【目的】春日井市における、高齢者の保健・医療・福祉分野の現状把握と問題を明らかにするこ

とである。その上で、本学としてこの地域に貢献と役割を果たすための提言を行うことである。

【方法】健康高齢者の障がいに対する意識調査（調査 1）、および春日井市におけるリハビリテー

ション施設の現状調査（調査 2）を行った。調査 1 は、かすがい熟年大学健康科学コースを受講

した 50 名の春日井市在住高齢者で、本研究の趣旨を理解し協力が得られた 45 名（男性 19 名、

女性 26 名：平均年齢 70.6±6.2 歳）を対象とした。調査 2 は春日井市内で、理学療法士が勤務

する施設を無作為に抽出し、調査に対し同意が得られた医療保険施設（7 施設）と介護保険施設

（6 施設）を対象とした。調査は通院または通所リハビリテーションに限定し、施設に対する調

査と利用者に対する調査の２つに分けて行った。なお、利用者に対する調査は同意が得られた 280
名（男性 126 名：平均年齢 75.3±6.7 歳、女性 147 名：平均年齢 78.5±7.5 歳）を対象とした。

【結果】調査 1 では、介護保険制度について 45 名中 18 名（40%）が知らない・あまり知らない

という回答であった。回答者の中には、「不自由になっても制度は利用したくない」という回答

もあった。調査 2 については、施設側は機能回復の目的意識が高いが、利用者の目的は必ずしも

機能回復ではないことがわかった。また、施設側は包括的（行政・ソフト・ハード）な資材不足

で十分なサービスが提供できていないと回答したが、利用者の 95％が施設に対する満足度が高い

という結果であった。リハビリテーションを終了または中止した利用者に対するフォローについ

て、追跡支援システムを構築している施設は 13 施設中、9 施設（69％）しかなかった。 
【考察】本調査結果から、健康高齢者は健康管理の意識が高い反面、障害発生時の心構えが希薄

であった。リハビリテーション施設は少ない資材環境の中で、それぞれの施設が創意工夫を行い、

利用者の満足度を満たす努力をしていた。しかし、利用終了者に対する配慮まで行き届いていな

いように思われた。これらの結果から、社会問題化している老老介護、孤独死などの問題が春日

井市においても表面化することが危惧された。春日井市唯一の総合大学である中部大学が地域住

３：中部大学生命健康科学研究所 － Research Institute of Life and Health Sciences, Chubu University 

１：中部大学技術医療専門学校理学療法学科 － Department of Physical Therapy, Techno-Medical College, Chubu University 

２：中部大学生命健康科学部生命医科学科 － Department of Biomedical Science, College of Life and Health Sciences, Chubu University

1



生命健康科学研究所紀要    對馬 明  戸田 香  宮本靖義  矢澤浩成  富永敬三  

第 6号 2010         細川厚子  杉村公也  猪田邦雄  宮下浩二 

民・行政・地域包括支援センター・各サービス機関の間で連絡協議会を開催する地域医療・障害

者支援領域センターを設立することが望まれる。 
キーワード：在宅高齢者、健康増進、質問紙調査 
 
I. はじめに 
わが国では、医療および栄養状態の発展に

伴い、昭和 22 年の平均寿命は男性 50.1 歳、

女性 54.0 歳であったのが、平成 20 年には男

性 79.3 歳、女性 86.1 歳で世界でも有数の長

寿国家となった。また、都市化と核家族化も

進み、高齢者と高齢者だけの世帯が急速に増

加している。平成 20 年 10 月 1 日現在のわが

国の人口に占める 65 歳以上の高齢者人口は、

過去最高の 2,822 万人となり、総人口 1 億

2,769 万人の 22.1％を占めている 1）。 
春日井市においても、高齢者人口の増加は

著しく、平成 17 年の調査において 47,814 人

だった高齢者人口は平成 26 年には 73,655 人

と推察され、その増加が著しい（図 1）。

図1 春日井市高齢者人口と高齢化率推計

資料：春日井市

高齢者の特徴として、様々な疾患を抱えてい

ることが多く、その大半は多重に疾患を抱え

ているという報告がある 2）。 
高齢者は多臓器にわたる多くの疾患を抱え

ている場合が多く、疾患の多くは非可逆的な

経過をとることが多い。疾患による種々の機

能障害は認知障害、ADL の低下をもたらし、

老年者の QOL を損なうと共に、介護者への依

存度を高めることになる 2）。わが国において

は平成 18 年現在約 432 万の方が要介護認定

を受けている 3）。春日井市においても図 2 に

示すとおり、要介護者等認定者は平成 16 年に 

6,777 名であったのが、平成 26 年には 12,977
名まで増加すると推察されている。 

図2 春日井市の要介護者等認定者の経年増加

資料：春日井市

資料：春日井市
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 このように、高齢者人口の増加に伴い要介

護者の人口も着実に増加している。それに対

しわが国では、昭和 61 年の老人保健法改正に

伴い老人保健施設が創設され、介護保険法が

制定・施行された。しかし、老人保健施設が

掲げる自立支援と在宅復帰を目指す理念は堅

持されているものの、当初考えられていた医

療機関と在宅の橋渡しとしての機能は十分に

果たされていない現状にある 4）。また、介護

老人保健施設や介護福祉施設への入所申請か

ら実際の入所にいたるためには、相当の待ち

時間を要することも大きな問題といえる。介

護保険をはじめ社会保険制度は利用者による

自己責任を基調としているが、人生中途にお

いて獲得した生活様式を再構築しなければな

らない事態となった場合、権利と自己責任を

前提とした介護保険制度の円滑な利用は可能

か疑問である 5）。その結果、必要な支援が必

要な個人に対して振り向けられないことが起

こり、老老介護による介護疲れから不幸な殺

人事件や心中事件が後を絶たず、大きな社会

問題として広く一般に認知されるようになっ

てきた。この地域の大手日刊紙でも特集を組

み、この話題を取り上げている。 
これらの状況を踏まえ、我国では障がい高
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齢者を受け入れる介護保険施設などの施設数

の増加（図 3）やサービス内容の向上など紆

余屈折しながらも整備しつつあるのが現状で

ある。しかし、最近では療養型病床群の廃止・

存続の議論やリハビリテーション診療報酬の

軽量化など、サービスの質や内容を保証する

制度論が流動的に推移している。その中で、

障がい高齢者を受け入れる施設の実態や施設

を利用する障がい高齢者の意識についての調

査はまだまだ不十分であり、報告も少ない。 
中部大学が位置する春日井市においては、

高齢者の障がいに対する意識やリハビリテー

ション施設の実態、障がい高齢者を受け入れ

る施設の問題などについての調査報告は殆ど

ない。 
本研究の目的は中部大学が位置する春日井

市において、高齢者の保健・医療・福祉分野

の現状把握と問題を明らかにすることである。

その上で本学としてこの地域に貢献と役割を

果たすための提言を行うことである。 
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図3 介護サービス施設・事業所数の推移
資料：平成20年版介護白書

 
II. 研究方法 
調査 1として、春日井市在住の健康高齢者

の障がいに対する意識調査、調査 2 として春

日井市におけるリハビリテーション施設の実

態調査を行った。2つの調査から得られた結果

の分析と検討を行った。 

ⅰ．健康高齢者の障がいに対する意識調査（調

査 1） 
かすがい熟年大学健康科学コースを受講し

た、春日井市在住の高齢者 45 名（男性 19 名、

女性 26 名：平均年齢 70.6±6.2 歳）を対象に

調査を行った。かすがい熟年大学の健康コー

スは、春日井市が主催し健康に関係した講義

および実技を定期的行っており、受講者は元

気で健康意識の高い高齢者であった。調査方

法はアンケート形式にて行い、アンケート内

容は介護保険事業の知識や障がいを持った場

合の対応などとした。本研究においてはアン

ケート内容より以下の項目を抜粋し、集計を

行った。 
・Q1.「介護保険事業についてご存知ですか。」 
・Q2.「障がいにより身の回りのことが不自由 
に感じられるようになったら、どこに相談し 
たらよいと思いますか。」 
・Q3.「障がいにより身の回りのことが不自由 
に感じたら、介護保険制度を使った支援を受 
けたいですか。」 
・Q4.「ご近所で施設・サービスを利用せず、 
自宅に引きこもりがちで身体が不自由なご高 
齢の方をご存知ですか。」 
ⅱ．春日井市におけるリハビリテーション施

設の現状調査（調査 2） 
春日井市で理学療法士(以下、PT)が勤務す

る医療保険施設（7 施設）と介護保険施設（6
施設）を調査対象とした。調査対象となった

施設は春日井市内の施設から無作為に抽出し、

さらに調査に対し同意が得られた施設であっ

た。調査は通院または通所リハビリテーショ

ンに限定し、施設に対する調査と、利用者に

対する調査の 2 つに分けて行った。 
施設に対する調査は、リハビリテーション

部門における責任者（PT）に対しアンケート

形式にて行った。アンケート内容は、施設の

業務形態、施設利用者の内訳や利用期間につ

いて、リハビリテーション業務で困っている

事、などとし、以下のアンケート項目を抜粋

して集計を行った。 
・Q1.「施設を利用される方はどのような目的

の方が多いですか。」 
・Q2.「リハビリテーションに関わる業務等で 
困っていることがありますか。（行政について 
・設備や施設について・人材について）」 
・Q3.「リハビリテーションを行っている方の
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継続期間を教えてください。」 
良く知っている

知っている

あまり知らない

知らない

：4名（9％）
：23名（51％）
：17名（38％）
：1名（2％）

図4 介護保険事業についての理解度について

平成21年度かすがい熟年大学健康科学コース受講者調査結果より

 

・Q4.「リハビリテーションを中断もしくは終 
了された方の理由を教えてください。」 
・Q5.「中断もしくは終了された方のフォロー

アップを行っていますか。」 
なお、Q1.2.5 については調査対象とした全

13 施設で集計を行い、Q3.4 については医療

保険施設と介護保険施設の比較を行うため施

設形態で分けて集計を行った。 
利用者に対する調査は、調査対象の施設に

リハビリテーション目的で通院・通所してお

り、調査に対して同意が得られた 280 名（男

性 126 名：平均年齢 75.3±6.7 歳、女性 147
名：平均年齢 78.5±7.5 歳）を対象としてア

ンケート調査を行った。アンケート内容はリ

ハビリテーションを行う目的や満足度につい

て、通所・通院手段や頻度について、などと

し、施設調査と同様に以下の項目を抜粋して

集計を行った。 

・Q3.について 
「はい」39 名（87％）、「いいえ」6 名（13％）

という回答結果であった。 
・Q4.について 
「はい」3 名（7％）、「いいえ」41 名（93％）

という回答結果であった。 
ⅱ．春日井市におけるリハビリテーション施

設の現状調査（調査 2） 
・Q1.「リハビリテーションに来ている目的を

教えてください。」 
・施設 Q1.および利用者 Q1.について 
施設からの回答として、「治療」との回答が 7
施設（54％）であり、「機能維持」が 4 施設

（31％）、「機能向上」が 2 施設（15％）であ

った。利用者からの回答においては、延べ 336
名中 39 名（12％）は、治療や機能訓練などの

目的以外で通院・通所をしていた（図 5）。 

・Q2.「施設でのリハビリテーションには満足

していますか。」 
 
III.  結果 
ⅰ．健康高齢者の障がいに対する意識調査（調

査 1） 

図5 通院・通所者の施設利用目的について

春日井市におけるリハビリテーション施設の現状調査より

治療

機能向上

機能維持

予防

日課・慰安

友人

その他（入浴）

：134名（40%）
：70名（21%）
：68名（20%）
：25名（8%）
：5名（2％）
：13名（4％）
：21名（6％）

治療

機能向上

機能維持

：7施設（54%）
：2施設（15%）

：4施設（31%）

施設側回答 利用者側回答

 

・Q1.について 
「よく知っている」４名（9％）、「知っている」

23名（51％）、「あまり知らない」17名（38％）、

「知らない」１名（2％）で 4 割の方が「あま

り知らない・知らない」という回答結果であ

った（図 4）。 
・Q2.について 
「病院・医院」が 23 名（48％）、「保健所」1
名（2％））、「民生委員」5 名（10％）、で「町

内会長」は 0 名であった。「包括支援センター」

は 13 名（27％）で、「その他」6 名（13％）、

という回答であった。「その他」の内訳は「わ

からない」（5 名）、「私は不自由にならない」

（1 名）という回答もあった。 

・施設 Q2.について 
行政の問題として、「診療報酬」との回答が延

べ 9 施設（60％）、設備・施設の問題として、

「機材不足」との回答が延べ 5 施設（38％）、

「狭い」が延べ 4 施設（31％）、「老朽化」が 
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延べ 2 施設（15％）であった。人材などの問 
題として、「医療情報不足」との回答が延べ 5
施設（42％）、「PT 不足」との回答が延べ 3
施設（25％）、「他職員不足」が延べ 2 施設

（17％）、「医師不足」が延べ 1 施設（8％）で

あった。 
・利用者 Q2.について 
施設利用について非常に満足 68 名（25%）、

満足 190 名（70％）で、95％の利用者が満足

をしていた。やや不満と回答したのは、14 名

（5％）に留まった。 
・施設 Q3.について 
図 6 に示すとおり、医療保険施設では半年以

下でリハビリテーションが終了になる場合が

多く（7 施設中 4 施設、57.1%）、介護保険施

設では半年から 1 年の間にリハビリテーショ

ンが終了になる場合が多かった（6 施設中 3
施設、50％）。 

図6 リハビリテーションが終了にいたるまでの期間

春日井市におけるリハビリテーション施設の現状調査より

半年以下

半年～1年

1～3年

3～5年

5年以上

医療保険施設 介護保険施設

 
・施設 Q4.について 
医療保険施設では「改善」との回答が 6 施設

（86％）であり、介護保険施設では「病状悪

化」との回答が 3 施設（43％）であった。医

療保険施設と介護保険施設とでは明らかにリ

ハビリテーション終了となる理由が異なる結

果であった。 
・施設 Q5.について 
リハビリテーション終了者に対する追跡支援

システムの有無について、「なし」との回答し

た施設は 13 施設中、9 施設（69％）であった。

内訳は医療施設が 7 施設中 6 施設、介護保険

施設が 6 施設中 3 施設でリハビリテーション

終了者の追跡システムを構築していなかった。 
 
IV.  考察 

わが国では過去に例のない速さで高齢化が

進行し、平成 17 年の段階では 5 人に 1 人が高

齢者という人口比率から、平成 67 年（2055
年）には 2.5 人に 1 人が高齢者、4 人に 1 人

が 75 歳以上の高齢者 1）という超高齢社会が

到来すると見込まれている（表 1）。それに伴

い、三浦 6）は 2000 年から 2004 年までの要介

護高齢者数の調査において、その増加は著し

く、とりわけ要支援・介護度の低い要介護者

の増加が著しいと報告している。愛知県春日

井市においても同様に高齢化が急速に進み、

要介護者の増加が著しい。家族などの訪問や

近隣住民の見守り等、社会との一定の接触が

保たれているケースについては、有事時の対

応はスムーズに可能であると思われる。しか

し、人口動向、家族やコミュニティーの役割

が変化する中、単身及び高齢者のみの世帯で

「社会的孤立」「介護・保健・医療サービスの

不在」の状態にある高齢者は少なくない。こ

の場合、介護を要する状況への対応は困難が

予想される。現実に老老介護や高齢者の孤独

死などが社会問題となっている。 

表1 わが国の高齢化の現状

資料：総務省「推計人口」（各都市10月1日現在  
わが国では高齢者の孤独死の実態に関する

統計的資料は非常に少ないが、東京都監察医

務院の統計をみると、全検案数における高齢

者の割合は、平成 14 年の 52.0％から平成 18
年では 58.8％と年々増加している 7)。誰にも

看取られず死亡し、その上、死亡に至っても
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なお長期間、発見されないままであったこと

は、生前の社会とのつながりや周囲との人間

関係が極めて希薄であった可能性が考えられ

る 8)。進行する高齢者の増加や核家族化等の

家族形態の変化 9)を背景に、高齢者の「誰に

も看取られることのない死」はますます増加

する可能性がある。独居者に対しては，病状

悪化時の対応や心理的・社会的孤立予防の対

策がより重要であることを示唆しており、具

体的には独居者に対するより重点的な見守り

などが必要である。この点については、行政

と連携した対応が必要である。春日井市は、

障がい者福祉施策の推進として「交流・ふれ

あいの場作りの推進」、「見守りネットワーク

の支援」を通じて地域福祉活動を展開してい

る 10）。また、春日井市ひとり暮らし高齢者基

本調査・高齢者実態把握調査等を行い、要見

守りと判断すればその対象者には定期的に介

入するようにしている。しかし、住民票と居

住者の不一致などによりで把握しきれない独

居高齢者が存在し、完全には把握できないの

が現状である。 
本研究の開始に当り、調査 1 として健康的

な自立生活が可能な高齢者を対象に、介護保

険に関する認識についてアンケートを実施し

た。 
●調査 1：かすがい熟年大学受講者で健康高

齢者へのアンケート結果から 
かすがい熟年大学健康コース受講高齢者は、

健康に対する意識は高いようであるが、40％
の方が介護保険事業について知らない・あま

り知らないと回答していることから障害発生

時の心構えが希薄であると推察された。健康

を維持するための努力はしているが、疾病を

患ったときの準備はできていない傾向にある

といえる。また、地域包括支援センターの知

名度も低く、障がい発生時に相談する場所と

して包括支援センターと回答した方はわずか

27％であった。回答者の中には、体が不自由

になっても、介護保険制度は利用したくない

という健康高齢者もいた。また、身近なとこ

ろで何らのサービスを受給していない障がい

高齢者が存在することがわかった。 
平成12年4月より介護保険制度が施行され

今年で 9 年目となるが、健康な高齢者にとっ

ては介護保険という制度は知っていても、内

容や申請方法がまだ十分理解されていないの

が現状といえそうである。さらに、今回は調

査を行っていないが、介護保険以外の福祉サ

ービスについても同様であると推測される。 
健康な高齢者のアンケート調査を通して、

高齢者に対する「介護保険は自らの生活を維

持するための重要な保険的手段である」こと

の啓蒙活動がさらに必要であると認識した。

また、高齢者の孤立を防止するためには、高

齢者が地域の一員として社会に参加できる環

境設定と高齢者自身の意識改革が必須であり、

高齢者をとりまく環境づくりの観点からの支

援的な取組みが必要と考えられた。 
●調査 2：施設アンケート（施設・利用者の 
結果から 
調査 2 では中部大学の所在地である春日井

市における医療・介護保険サービス下の高齢

者の現状調査を通して、そこに内在する問題

点を明らかにし、その解決に向けての検討を

行った。 
医療保険施設、介護保険施設ともに施設側

として患者・利用者が通院・通所をする目的

は治療や機能維持と認識されていたが、利用

者の通院・通所の目的意識とは異なることが

示された。施設に行き、そこで友人と語り合

い、入浴サービスなどを受けることもリハビ

リテーションの一型であることはもはや否定

できない。このことから、われわれ医療従事

者は患者・利用者の通院・通所目的を理解し、

適切な援助を心がけなければサービスは一方

通行となり、その結果、障がい高齢者の行き

場所を奪う結果となる可能性がある。 
施設側の挙げる問題点として包括的（行

政・ソフト・ハード）な資材不足や診療報酬

の低下は深刻な様子であり、いずれの施設に

おいても機材、人材など何らかの不足を挙げ

ていた。しかし、施設を利用している障がい

高齢者の満足度は非常に高く、95％の利用者
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が非常に満足・満足と回答していることから

各施設の努力がうかがえる結果であった。し

かし、施設側だけの努力では限界があること

から、診療報酬の見直しと合わせて人手不足

の解消など必要な措置を早急に実施しなけれ

ば、高齢障がい者を支援しているこれらの施

設の経営が破綻してしまうことが強く懸念さ

れ、行政の強い指導による現状改善が強く望

まれる。その他、春日井市においては障がい

が克服されリハビリテーションを終了した高

齢者やさまざまな理由により施設利用が中断

となった障がい者を継続的にフォローしてい

くシステムが構築されていないことが明らか

となった。リハビリテーション終了者に対す

る追跡支援システムの有無について、「なし」

との回答した施設は 13 施設中、9 施設（69％）

であり、医療保険施設においては 85.7％の施

設においてリハビリテーション終了者の追跡

システムを構築していなかった。 
高齢者が身体的不自由により自立生活が困

難となった場合、主たる相談窓口は近隣の医

療機関である。施設での管理は、あくまでも

高齢者自身の意志によりものである。その結

果、施設での管理が終了した後にフォローア

ップについて、施設側からの定期的な管理は、

調査対象のいずれの施設に於ても実施されて

いない。この点は、高齢者の「社会的孤立」「介

護・保健・医療サービスの不在」の状態につ

ながる重大な問題であると考える。 
一切の介護・保健・医療サービスを受けて

いない高齢者の「社会的孤立」「介護・保健・

医療サービスの不在」を防ぐためには、コミ

ュニティーにおける見守りの強化以外の手段

はないと思われる。しかし、一度でも施設で

のサービスを受けた高齢者が、その後に社会

的孤立者にならないためのシステム構築は可

能であると考える。 
今回の調査 1 および 2 から、春日井市にお

いて介護保険制度は地域住民に十分理解され

ていないことが明らかとなった。また行政・

地域住民・サービス提供者間の連携は十分と

は言い難い。本調査研究の結果は、春日井市

にとどまらず、日本における高齢者を取り巻

く社会問題の一端を投影しているものと考え

られる。われわれは、春日井市唯一の総合大

学である中部大学が中心となり、本研究結果

を踏まえた地域在住の高齢者における QOL
と健康寿命の延長のための施策を考案し、シ

ステム化を構築する必要性を強く認識した。 
介護保険を利用したフォーマルサービスを

円滑に施行できなければ、当然のことながら

家族などのマンパワーによるインフォーマル

サービスに頼らざるを得なくなる。これらの

事実は、高齢者世帯における老老介護や独居

要介護高齢者の孤独死といった問題の大きな

発生因子となっていると思われる。事実、春

日井市健康高齢者の意識調査では、彼らのコ

ミュニティーの中に障がいを有するにもかか

わらず何のサービスにも頼っていない高齢障

がい者を知っていると回答した方が約 1 割存

在した。介護保険を利用したくないという回

答者の割合も約 1 割存在し、この方たちが将

来障がいを有した時、何のサービスにも頼ら

ない障がい高齢者へと変化していくと考えら

れる。  
地域住民・行政・地域包括支援センター・各

サービス機関の間で連携役を担い、いまだ認

知度が低い介護保険制度を高齢者のみならず、

高齢者を支える世代にも啓蒙活動を行い、必

要な人に必要な支援サービスが行き届くよう

にする必要があると考える。また、春日井市

に在住するリハビリテーションが必要となる

要介護高齢者に対しては継続的支援が可能な

介入方法等を提言していくために地域の医療

施設、介護施設との連携基盤を作り、一人ひ

とりの利用者情報共有システムの構築と共に、

継続的介入のために施設と地域包括支援セン

ターなどとの間で連絡協議会開催を提案した

い。 
 
V. おわりに 

この稿の終わりに当たり、中部大学は地域

に貢献する大学として協議会開催のために、

大学内に「地域医療・障害者支援領域センタ
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ー」を設立し、多くの高齢者の QOL を維持す

ると共に、尊厳ある死を迎えられる社会を目

指すことを提言したい。 

www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-ty

osa/k-tyosa07/1-1.html. （参照 2010‐

10‐05） 

10）春日井市：春日井市障がい者総合福祉計

画．pp28－29，2009 
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